
１ 総 括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

区 分
住民基本台帳人口

（２２年度末）

歳出額 A

千円

実質収支

千円

人件費 B

千円

人件費率

B/A

（参考）２１年度

の人件費率

２２年度 ７３，６３１人 ２４，２９５，７９９ ４４３，６５９ ５，６１６，４０１ ２３．１％ ２３．０％

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

給 与 費

区 分
職員数

A
給 料

千円

職員手当

千円

期末・勤勉手当

千円

計 B

千円

一人当たり給与費

B/A

千円

２２年度 ６７０人 ２，５７２，９５１ ４１４，５５０ ９３１，４５５ ３，９１８，９５６ ５，８４９

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

  ２ 職員数は２２年４月１日現在の人数である。

(3)特記事項   なし

(4)ラスパイレス指数の状況 （各年４月１日現在）

年 度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

伊東市 １００．３ １００．０ １００．６ １００．５ １００．４ １０１．０

                                                          

（注）１．ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

  ２．類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数

      （平成２２年４月１日現在）

※ 「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方

公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数である。

※ 「地域手当補正後ラスパイレス指数」は、地域手当の支給率のみで国と比較しているため、実際    

の支給額で比較した場合と算出結果が異なる。
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在）

A.一般行政職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース）

伊東市 ４０．１歳 ３１４，９８４円 ３７５，１１３円 ３３２，８３６円

静岡県 ４２．７歳 ３４７，６２７円 ４４０，９２２円 ３８２，５１４円

国 ４２．３歳 ３２７，２０５円 ― ３９７，７２３円

B.技能労務職

公務員 民 間 参考

区 分
平均
年齢

平均給料
月  額

平均給与
月  額    

Ａ

平均給与
月  額   

（国ベース）

対応する
民間の  

類似職種

平均
年齢

平均給与
月  額

Ｂ
Ａ／Ｂ

伊東市 ４５．７歳 ３３８，７３３円 ３７５，２４０円 ３５４，７７６円 ― ― ― ―

（うち清掃職員） ４３．４歳 ３３２，７６３円 ３８２，１９５円 ３５５，３４４円 ― ― ― ―

（うち給食調理員） ４８．９歳 ３４３，９０５円 ３５５，５０７円 ３４９，１９８円 ― ― ― ―

（うち用務員） ４７．６歳 ３４４，１６５円 ３６４，７０１円 ３５４，６４０円 用務員 ５７．８歳 ２９０，０１７円 １．２６

（うちその他技能労務職員） ４８．７歳 ３４９，２０９円 ３８２，８６９円 ３５８，７０９円 ― ― ― ―

静岡県 ５２．４歳 ３３９，５４３円 ３８５，７６５円 ３６１，９６４円 ― ― ― ―

国 ４９．５歳 ２８３，８６２円 ― ３２１，６６２円 ― ― ― ―

※民間データは、静岡県人事委員会が行った「平成２３年職種別民間給与実態調査」において公表されているデータ
を使用している。                                                              
※職種別民間給与実態調査における調査対象従事員は、常時勤務する従業員のうち、期間を定めず雇用されている

者とし、臨時の者を除いている。

（参考）

民 間 参 考 参 考

年収ベース（試算値）の比較区 分 対応する民間の
類似職種

平均
年齢

平均給与
月額 Ｃ

Ａ／C
公務員 Ｄ 民間 Ｅ Ｄ／Ｅ

伊東市 ― ― ― ― ― ― ―

（うち清掃職員） 廃棄物処理業従業員 ― ― ― ― ― ―

（うち給食調理員） 調理士 ― ― ― ― ― ―

（うち用務員） 用務員 ５３．８歳 ２０９，７００円 １．７４ ５，５４０，７２５円 ２，９４３，２００円 １．８８

※民間データは、賃金構造基本統計調査にて公表されているデータを使用している。（平成 19～21 年の 3 か年平均）            
※賃金構造基本統計調査における労働者とは労働基準法第 9 条にいう労働者をいい、臨時労働者（常用労働者に該
当しない日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち、4 月又は 5 月に雇われた日数がいずれか
の月において 17 日以下の労働者）が含まれる。                                           



※技能労務職職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢 、業務内容、雇用形態等の点において完全一致しているも
のではない。                                                                 
※年収ベースの「公務員Ｄ」及び「民間Ｅ」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公務員においては

前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

C.教育職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース）

伊東市 ３９．９歳 ３０８，３４８円 ３２７，４１６円 ３１５，１２２円

静岡県      
（小中学校教育職）

４４．１歳 ３８９，９７０円 ４３６，５３３円 ―

（注） １ 『平均給料月額』とは、23 年 4 月 1 日現在における各職種の職員の基本給の平均である。

２ 『平均給与月額』とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、『平
均給与月額（国ベース）』は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含ま

れていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

（２）職員の初任給の状況（２３年４月１日現在）

区 分 伊東市 静岡県 国

大学卒 １６９，５００円 １８０，１５８円 １７２，２００円
一般行政職

高校卒 １３９，３００円 １４５，５９８円 １４０，１００円

高校卒 １３９，３００円 １４２，９７８円 ―
技能労務職

中学卒 １３３，８００円 １３０，１８１円 ―

大学卒 １６９，５００円 ２０１，２１７円 ―
教育職

（小中学校教育職）
高校卒 １３９，３００円 １５６，０７７円 ―

大学卒 １６９，５００円 ― ―
消防職

高校卒 １３９，３００円 ― ―

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在）

区  分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

大学卒 ２７７，０８７円 ３０８，０６２円 ３５４，６８３円一般行政職

技能労務職

教育職等 高校卒 ２４５，７００円 ２７９，７５０円 ３１５，４３３円



３ 一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在）

区 分 代表的な職務 職員数 構成比

１級 主事・技師・その他 ７４人 ２４．１％

２級 主事・技師・その他 ７１人 ２３．１％

３級 係長・主査・主任 ９０人 ２９．３％

４級 課長補佐 ３７人 １２．１％

５級 参事・課長 ２６人 ８．５％

６級 部長 ９人 ２．９％

計 ３０７人 １００％

（注）１ 伊東市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（注） １ 保育士、幼稚園教諭、消防職員、現業職員、税務職員等の職員は含まれていません。                       
2 平成 18 年に 7 級制から 6 級制に変更している。（旧給料表の 1 級及び 2 級を 1 級に統合し、3 級から 7 級ま
でをそれぞれ 1 級ずつ下げました。）
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４ 職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

伊東市 静岡県 国

１人当たり平均支給額（２２年度） １人当たり平均支給額（２２年度） １人当たり平均支給額（２２年度）

１，３９６千円 １，５５０千円 －

（２２年度支給割合） （２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

２．６月分 １．３５月分 ２．６月分 １．３５月分 ２．６月分 １．３５月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５～２０％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５～２０％

・管理職加算 ２０～２５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ５～２０％

・管理職加算 １０～２５％

（２）退職手当（２３年４月１日現在）

区 分 伊東市 県 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２３．５月分 ３０．５５月分 ２３．５月分 ３０．５５月分 ２３．５月分 ３０．５５月分

勤続２５年 ３３．５月分 ４１．３４月分 ３３．５月分 ４１．３４月分 ３３．５月分 ４１．３４月分

勤続３５年 ４７．５月分 ５９．２８月分 ４７．５月分 ５９．２８月分 ４７．５月分 ５９．２８月分

最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分 ５９．２８月分 ５９．２８月分 ５９．２８月分 ５９．２８月分

（その他の加算措置） 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

定年前早期退職特例措
置

２～２０％ 加算 ２～２０％ 加算 ２～２０％ 加算

職責に応じた調整額の
加算  あ り あ り あ り

１人当たりの平均支給額 ６，１２３千円 ２７，６４５千円 ５，０６７千円 ２４，９８４千円 ― ―

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度の退職者３５人に支給された平均額です。支給率及びその他
の加算措置については、国に準じた制度となっています。

（３）地域手当（２３年４月１日現在）

  市内地域に勤務している職員は支給しておりません。

＊国派遣職員（１人）については１８％、静岡県後期高齢者医療広域連合派遣職員（１人）については６％の
地域手当を支給しております。



（４）特殊勤務手当（２３年４月１日現在）

支給実績（２２年度決算） １，８３６千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） ２２，６７２円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２２年度） １０．８％

手当の種類（２２年度） １０手当

主な手当名 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

衛生不快手当 環境課職員
清掃工場及び伊東クリーン
センターの業務に従事

日勤 １日（１夜） １５０円（７００円）

税務手当 課税課・収納課・保険年金課職員 市税、保険税事務に従事 月額 １，０００円

社会福祉主事手当

社会福祉課職員           

高齢者福祉課職員     

子育て健康課職員

生活保護法、児童福祉法、
母子及び寡婦福祉法、老人
福祉法、身体障害者福祉法
及び知的障害者福祉法に基
づく事務に従事

月額 ２，５００円

（５）時間外勤務手当

支給実績（２２年度決算） １２２，５４０千円

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） １６３，８２３円

支給実績（２１年度決算） １５１，９１３千円

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） ２００，６７７円

（６）その他の手当（２３年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績    
（平成 22 年度）

支給職員 1 人当た
り平均支給年額   
（平成 22 年度）

扶養手当 同じ ８６，６７５千円 ２４６，９３６円

住居手当 異なる 支給額 ５３，３５３千円 １１２，３２３円

通勤手当 異なる 支給額 ８９，３６６千円 １５５，６９１円

管理職手当 異なる 支給割合 ２６，７４４千円 ５８１，３８５円

休日勤務手当 同じ ３４，８６９千円 ４６，６１７円

夜間勤務手当

次表参照

同じ １２，２７１千円 １３３，３８１円



（内容及び支給単価）

扶養手当

扶養親族のある職員に支給する。

・配偶者 １３，０００円

・配偶者以外の扶養親族 ６，５００円

・配偶者がいない場合そのうち１人目 １１，０００円

・満16 歳に達する年度の初めから満23 歳の年度末までの子１人につき５，０００円加算

住居手当

【借家・借間に居住する場合】

支給対象者が１２，０００円を超える家賃を支払っている職員                   
全額支給限度額   １１，０００円                                   
２分の１加算限度額 １６，０００円                                  
最高支給限度額   ２７，０００円

【自宅居住者】

世帯主の場合         ３，０００円                                  

伊東市 国

通勤手当

【交通機関利用者】

最高支給限度額なし

【交通用具使用者】

片道２㎞以上４㎞ 未満     ４，０００円

片道４㎞以上６km 未満     ６，０００円

片道６㎞以上８km 未満     ８，０００円

片道８㎞以上 10km 未満   １０，０００円

片道 10 ㎞以上 12km 未満  １２，０００円

片道 12 ㎞以上 14km 未満  １４，０００円

片道 14 ㎞以上 16km 未満  １６，０００円

片道 16 ㎞以上 20km 未満  １８，０００円

片道 20 ㎞以上 25km 未満  １９，０００円

片道 25 ㎞以上         ２０，０００円

※通勤用として勤務地付近に駐車場を借りてい

る職員には、8,000 円を限度に駐車場代金相当額

を支給（平成 23 年 6 月から駐車場代金の上限を

7,000 円に改正）

【交通機関利用者】

最高支給限度額        ５５，０００円

【交通用具使用者】

片道５㎞未満           ２，０００円

片道５㎞以上 10km 未満    ４，１００円

片道 10 ㎞以上 15km 未満   ６，５００円

片道 15 ㎞以上 20km 未満   ８，９００円

片道 20 ㎞以上 25km 未満  １１，３００円

片道 25 ㎞以上 30km 未満  １３，７００円

片道 30 ㎞以上 35km 未満  １６，１００円

片道 35 ㎞以上 40km 未満  １８，５００円

片道 40 ㎞以上 45km 未満  ２０，９００円

片道 45 ㎞以上 50km 未満  ２１，８００円

片道 50 ㎞以上 55km 未満  ２２，７００円

片道 55 ㎞以上 60km 未満  ２３，６００円

片道 60 ㎞以上         ２４，５００円

管理職手当

【部長職】   給料月額の１４％

【参事職】   給料月額の１２％

【課長職】   給料月額の１０％



休日勤務手当

祝日法による休日等及び年末年始の休日等において正規の勤務時間中に勤務を命ぜ

られた職員に支給する。

勤務 1 時間あたりの給与額×135／100（支給単位 1 時間）

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜（午後１０時から翌日の午前５時）に勤務した職員に支給す

る

勤務 1 時間あたりの給与額×25／100（支給単位 1 時間）

５ 特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在）

給料月額等
区   分

伊東市 （参考）類似都市における最高/最低額     
（H22．4．1 現在）

市長 ８０７，０００円 ９８４，０００円/５８２，４００円給
料
月
額副市長 ７０３，０００円 ８１５，０００円/５７９，６００円

議長 ４１３，０００円 ６９８，０００円/４００，０００円

副議長 ３８０，０００円 ６１８，０００円/３５０，０００円

報
酬
月
額

議員 ３５１，０００円 ５７０，０００円/３２０，０００円

市長 年度当初 ４．２０５月分

副市長 年度当初 ４．２０５月分

議長 年度当初 ４．７８５月分

副議長 年度当初 ４．７８５月分

期
末
手
当

議員 年度当初 ４．７８５月分

市長 給料月額×４５/１００×在職月数退
職
手
当副市長

（算定方式）

給料月額×２８/１００×在職月数

（支給時期） 退職時に通算



６  職員数の状況

（１） 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

部局／区分 ２２年度（人） ２３年度（人） 対前年増減数（人） 主な増減理由

市長事務部局 ３９８ ３９８ － －

議会事務局 ６ ６ － －

監査委員事務局 ３ ３ － －

選挙管理委員会事務局 （４） （４） （－） －

教育委員会 ２１４ ２０６ △８ 事務統廃合

公平委員会事務局 （２） （２） （－） －

農業委員会事務局 １（２） １（２） － －

水道企業 ２２ １９ △３ 事務統廃合

消防本部 １０５ １０６ １ 欠員補充

合計|〔８３４〕 ７４９ ７３９ △１０ －

＊ （ ）書きは、市長事務部局と兼務の人数で、市長事務部局の職員数に含まれています。〔   〕は条例定
数です。

（２） 年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在）

区 分
２０歳

未満

２０歳
～  

２３歳

２４歳
～  

２７歳

２８歳
～  

３１歳

３２歳
～  

３５歳

３６歳
～  

３９歳

４０歳
～  

４３歳

４４歳
～  

４７歳

４８歳
～  

５１歳

５２歳
～  

５５歳

５６歳
～  

５９歳

６０歳                      

以上
計

職 員

数
５人 ３３人 ７５人 ５５人 ７６人 ９８人 103 人 ７９人 ７７人 ７４人 ６４人 ０人 ７３９人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20歳未満 20－23 24－27 28－31 32－35 36－39 40－43 44－47 48－51 52－55 56－59 60歳以上

構成比

5年前の構成比



（３） 職員数の推移       単位：人

部 門 区 分 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年

職員数 A ５４５ ５３５ ５２６ ５０８ ４９５ ４８７ ４７９ ４５２ ４３８ ４３３ ４３２
一般行政

対前年増減数 △１６ △１０ △９ △１８ △１３ △８ △８ △２７ △１４ △５ △１

職員数 C ２５５ ２５０ ２４９ ２４８ ２４９ ２４８ ２４７ ２３８ ２３７ ２３７ ２３１
特別行政

対前年増減数 △７ △５ △１ △１ １ △１ △１ △９ △１ ０ △６

職員数 D １１０ ９７ ９６ ９４ ９１ ８５ ８１ ８６ ８２ ７９ ７６
公営企業等

対前年増減数 ３ △１３ △１ △２ △３ △６ △４ ５ △４ △３ △３

職員数 A＋C＋D ９１０ ８８２ ８７１ ８５０ ８３５ ８２０ ８０７ ７７６ ７５７ ７４９ ７３９
合 計

対前年増減数 △２０ △２８ △１１ △２１ △１５ △１５ △１３ △３１ △１９ △８ △１０


